
デジタル田園都市国家構想交付金事業の効果検証について

企画政策部 財政課契約検査係
商工観光部 先端産業振興室

【資料１】



デジタル田園都市国家構想交付金の概要
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企画政策部

財政課契約検査係

デジタル田園都市国家構想交付金
「デジタル実装タイプ」

入札契約事務デジタル化導入事業



事業費：18,076千円 交付決定額9,038千円

入札参加資格申請及び入札方法を電子化することにより、事業者の利便性の向上と負担軽減を図った。

 電子による入札参加資格の申請手続きに対して、事業者が不慣れ
であったこともあり、長野県が設置したヘルプデスクへの問い合
わせが集中する事態が発生した。初めての申請者にとっても分か
りやすい手続き案内を行っていく必要がある。

 電子入札への移行期間として、当面、紙による入札を併用する方
針としたこともあり、事務処理が煩雑となっている。今後は、電
子入札の参加率の向上が課題となる。

入札契約事務デジタル化導入事業

2024年度末 2025年度末 2026年度末

目標値

実績値 100％

80％ 85％ 90％
長野県

契約管理支援システム開発ベンダー

電子入札システム開発ベンダー

システム開発ベンダー

入札参加資格申請に長野県共同受付方式によるオンライン化を導入
することにより、事業者は県及び他自治体への一括での申請が可能
となり、各自治体毎に申請書の提出をする必要がなくなる。

インターネットによる電子入札システムの導入により、入札参加者
は場所や時間の制約を受けることなく入札に参加することができる
ようになる。

・入札参加資格審査受付・審査システム
7,736千円

・電子入札システム 10,340千円

入札参加資格申請受
付・審査システムによ
る申請率

電子入札による応札率

入札参加資格申請共同
化利用者満足度

電子入札システム利用
者満足度

目標値

実績値 62％

50％ 60％ 70％

目標値

実績値 4.35

3.5 3.6 3.7

目標値

実績値 4.17

3.5 3.6 3.7

委託契約

他33市町村 塩尻市

負担金

経費内訳事業概要

課題・今後の方向性

KPI

※１

※１

※１ ５段階評価による利用者アンケートを実施。数字が大きくなる程満足度が高い。

実施体制

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

窓口申請 電子申請

企画政策部

財政課契約検査係
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～令和６年９月 令和６年１０月～

(長野県) (塩尻市)

(塩尻市) (塩尻市)

■入札参加資格申請の電子化
導入前：事業者は、資格を取得したい自治体毎にそれぞれ申請様式・添付書類を揃えて自他体ごとの申請時期に合わせ申請していた。
導入後：事業者は、ＰＣ等から申請に必要な事項を入力し電子資料を添付して長野県に申請する。長野県以外に登録を希望する市町

村を追加し、必要となる追加資料を添付しておくことにより、1度の申請で長野県及び希望市町村への登録が可能となった。

■入札方法の電子化
導入前：事業者は、入札書・見積書を用意して、入札会場に行って入札に参加していた。
導入後：事業者は、事務所等で入札期間にＰＣで入札金額を入力することにより入札に参加できるようになり、入札会場への移動や

入札会場での待ち時間がなくなった。

入札参加資格申請及び入札方法の電子化フロー 企画政策部

財政課契約検査係
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商工観光部
先端産業振興室

デジタル田園都市国家構想交付金
「地方創生推進タイプ」

地域におけるデジタル人材活躍×DX推進事業

（市事務事業：地域D X推進事業）



事業費：54,363千円 交付実績額27,181千円

地域におけるデジタル人材活躍×DX推進事業

 交通分野以外における新たなプロジェクトの創出に向けて企業との連携
が進んでいるものの、具体的な事業実施には至らなかったため、事業化
や実証に向けた取り組みを加速させる必要がある。

 パートナー企業の開拓と関係深化を図るためには、情報発信とコミュニ
ケーション活性化に向けた仕掛け作りが必要。また、パートナー企業への
提供価値を高めるために、パートナー向けのプログラムの整備・拡大が必
要である。

事業概要

課題・今後の方向性

KPI

塩尻市
振興公社

塩尻市
負担金

事業開発プロ
セスに参加し
た企業数

交通DX分野で
社会実装した
サービス数

交通DX分野で
の実証実験数

自営型テレワーク事
業からキャリアアッ
プし事業開発プロセ
スにおいて就労した
地域デジタル人材数

2022年
度

2023年
度

2024年
度

現時点

目標
値

実績
値 5者

5者

5者

5者

5者

5者

目標
値

実績
値 0件

0件

1件

1件

1件

1件

目標
値

実績
値

5件

5件

5件

7件

5件

5件

5者

ー

0件

ー

ー

3件

目標
値

実績
値

0人

0人

25人

28人

50人

43人

ー

0人

2025年
度

2026年
度

地域DXセンター

産 官 学 民

地域課題を解決するサービス
の開発・実証・実装

共創パートナー企業
入居数14社

2025年3月末時点

運営

「最先端の技術を活用しまちに変革を起こし続ける場所」をコンセプトに地域DXセンターcore塩尻を市と振興公社が連携して運営
産官学民の連携により地域課題を解決するサービスの開発を進めている。

7者

1件

5件

70人

8者

1件

5件

80人

※目標値は現時点からの増加分を記載

 前年度に策定した地域DX構想に基づき、施設運営やサービス提供を担う人材を確保し、
core塩尻を令和5年6月にオープンするとともに、企業とパートナー契約を締結し、産官学
民のセクターを超えた共創を進める。

 交通DX分野を基軸とした共創プロジェクトを通じて新たなサービスを社会実装するととも
に、地域課題解決に向けた新規プロジェクトの組成に繋がるよう共創企業の輪を拡大する。

 自営型テレワーク推進事業「KADO」と連携し、サービス開発・実証・運用の過程を地域デ
ジタル人材が担う仕組みを構築する。

 セミナー及びイベント開催経費 1,963千円
 事業開発プロセスの推進体制の強化と自立化

の促進 41,600千円
 地域DXで必要となるデジタル人材の育成・確

保 4,800千円
 事業活動諸経費（プロモーション、活動費)

6,000千円

経費内訳

実施体制

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

商工観光部
先端産業振興室
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商工観光部
先端産業振興室

地域DXに取り組む背景 地方創生PJ

シビックイノベーション拠点
「スナバ」
2018～

公設クラウドソーシング✕自営型テレワーク
「KADO」
2010～

奈良井宿 まちづくりプロジェクト
Byaku Narai
2021

地方創生協働リーダーシッププログラム
「MICHIKARA」
2015～2020

最先端技術×まちの変革×アジャイル拠点
「core塩尻」
2023～

自動運転社会実装
AI活用型オンデマンドバス・MaaS

2020～
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商工観光部
先端産業振興室

地域DX×地方創生による都市機能の実装

自動運転走行ルート

• TireⅣ Minibus ×1台

• Lv2 定常運行（約5km）

• Lv4 実証実験（運転席無人）

• 一般道（歩車混在）

• 時速25km/h～

• インフラ協調（信号機）

• 地域人材主体の運行

• 社会起業家コミュニティ

• 社会起業支援PG

• メンバー100名

• 述べ350名（50名移住）

• 関係人口／2拠点居住

• 自営型TW 400名

• 女性8割、障がい、介護etc

• 在宅＆オフィスワーク

• DX関連業務

• 受注額 約3億円

• パートナー(入居)13社

• 交通DXの拠点

• 新たなDXプロジェクト組成

• 地域住民の利用（年1万人）

• eスポーツ × 地方創生
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商工観光部
先端産業振興室地域DX×地方創生の経過
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商工観光部
先端産業振興室

公設クラウドソーシング×自営型テレワーク「KADO」

業務分類 業務内容

デジタルデータ作成
・画像認識AI教師データ作成

・自動運転用３次元地図データ作成

バックオフィス
・経理、調達、人事、財務等

・各種データ入力、キッティング

自治体系業務

・AIオンデマンドバスオペレーション
・DX関連実証実験サポート
・GIGAスクールサポート
・住民向けデジタル活用支援事業
・コロナ経済対策サポート
・ワクチン接種サポート
・DX関連業務（RPA、デジアナ変換等）
・ふるさと寄附業務オペレーション

GIGAスクール
サポート

オンデマンドバス
オペレーション

3次元地図作成

Since 2010
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商工観光部
先端産業振興室

KADOによる自動運転用3次元高精細地図作成

【塩尻市広報誌 令和3年11月号掲載記事】
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商工観光部
先端産業振興室

KADOを起点とした塩尻市内へのオフィスの設置

10



商工観光部
先端産業振興室

自動運転実証概要 2020FY-2023FY

2020年度 2021年度

 市街地周遊
 全長4.6km
 リエッセⅡ（埼工大）
 レベル２ 非遠隔
 地域住民140名試乗

 駅⇔桔梗ヶ原ワイナリー
 全長5.8km
 JPN-Taxi 3台
 レベル２ 一部遠隔
 ITSスマートポール連携

 駅前拠点⇔商業施設連携
 全長7.4km
 GSM8改造型
 レベル２ 非遠隔
 地域住民約200名試乗

 駅⇔市役所
 全長500m
 JPN-Taxi
 レベル3相当 非遠隔

202２年度

 小学生対象試乗会
 校庭１周 ２００ｍ
＋小学校周辺周遊

 GSM8改造型
 教育委員会連携
 児童約３00名試乗

 国交省自動運転実証調
査事業

 全長3.2kｍ
 レベル２ 非遠隔
 固定型端末機・信号機
連携・遠隔監視・地域人
材運行・試乗

ワイナリー

塩尻駅

塩尻市役所

広丘駅
えんてらす

core塩尻

無印良品

志学館高校

2023年度

 国土交通省自動運転実証調査事業・デジ田交付金
 全長4.3km（朝・日中・夕方３ルート延べ）
 ティアフォー製Minibus（BYD J6ベース）
 レベル２ 非遠隔
 地域住民７８１名試乗
 試乗属性は地元高校生、親子連れ、高齢者、視察者
等。継続的な試乗希望多数

塩尻市
北部地域

塩尻市
中心市街地

表
示

 ２０２０年度からスマートポールによる路車協
調実証を実施中

 自動運転車両走行ルート上の見通し悪い交差
点等においてスマートポールを設置、

 自動運転車両・一般自家用車・ 歩行者・自転車
等に対してそれぞれの接近情報を共有

 ２０２３年度はLiDAR、カメラ等複数センサー
を設置し、各種センサーの精度検証を実施

走行実績

路
車
協
調

s スマートポール実証箇所

s

s

s

s

2020年度 2021年度 202２年度 2023年度

11



商工観光部
先端産業振興室

2024FY自動運転実証実験

概要
塩尻駅⇔塩尻市役所間において、国内初となる一般公道混在空間の自動運
転レベル４運行（特定自動運行）を実施する。持続可能な自動運転サービスを
目指し、大手小売店や地域商店と連携した収益拡大施策を実施し、事業性確
立を目指す。
実施期間：令和6年6月～令和7年1月
試乗期間：令和6年12月及び令和7年１月に各２週間程度実施予定

実施内容

走行ルート

ティアフォー製Minibusを用いた
一般公道混在空間におけるレベル４走行

アルピコ・KADOによる
レベル４運行体制構築

信号機連携 小売連携・寄付金・広告・協賛金による
事業性確立検証
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商工観光部
先端産業振興室

塩尻市交通DX 産官学民共創

MaaS自動運転

先端産業振興室
都市計画課

地域住民
（自営型テレワーカー）

市内各自治会

地域交通DX連携企業等

＋

行政

地域

各種支援

連
携

協
力

参画
(DX)

支援

運営支援

産学官共創による
事業実施体制
（実証・実装）

住民共創（業務発注）
（3次元地図製作、デジタルデバイド対策等）

（管理法人機能）地域交通事業者
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商工観光部
先端産業振興室

自動運転・MaaSから都市機能の創出へ

塩尻市が先進的に取り組んできた自動運転、MaaS、KADO（デジタル人材活躍）…

それらの事業で培った産学官のネットワークと共創ノウハウを総動員し、

革新的な都市機能を創出する地域DXの拠点「地域DXセンター」を整備（R4年度）

塩尻市中心市街地に集約する地域DXを支える公共施設群
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商工観光部
先端産業振興室

地域DXセンター「core塩尻」概要

交流スペース
（地域住民共創の場）

サテライトオフィス
スペース

コワーキング
スペース
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商工観光部
先端産業振興室

プロジェクト事例 ティアフォー、アイサンテクノロジー他（自動運転）

概要

地域住民の移動利便性向上、ドライバー不足解消のため、将来的
なレベル４エリア拡大に向けたレベル２運行実証を実施するもの。
あわせて昨年度実施した小売連携や寄付金等の事業性確立検証
を実施する。

運行ルート

実施体制

実施内容

▲ティアフォー製Minibus

▲アルピコ・KADOによる運行▲ティアフォー製Minibus1.0

▲小売連携・寄付金・広告・協賛金による事業性確立検証▲
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商工観光部
先端産業振興室

塩尻駅

塩尻市役所

S

G

2025 レベル4走行ルート

信号機連携箇所

停留所名乗降場所２か所

2024 レベル４走行ルート

ティアフォー製Minibus 信号機連携

L4重点開発区間として、2024L4ルートの復路でL4運行を実施

信号機連携

プロジェクト事例 ティアフォー、アイサンテクノロジー他（自動運転）
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商工観光部
先端産業振興室

 産官学民共創事業、イベント等を通して都市部企業の集積と技術進展に貢献
 企業集積と技術を活用し、教育分野への利用や仕事創出、移住定住など地域インパクトを創出
 自動運転事業による直接的経済効果は２２１,８４２千円

企業集積

 core塩尻パートナー企業：１０社
 アイサンテクノロジー、ティアフォー、三菱商
事、EY、JARI、三菱電機、A-Drive、JR東
日本企画PROHOUSE、損保ジャパン、
KDDI、

 自動運転コンソーシアム組成

 事業連携企業：３０社
 KDDI、損保、アルピコ、日本信号、名古屋
大学、JR東日本、カインズ、トヨタ、豊田通
商、パナソニック、京セラ、セイコーエプソン
等

 企業２社からの派遣、出向を受け入れ

 視察 年間平均６０件
 民間主体イベント ４件 ８００名超参加

 タウンミーティング、シンポジウム等

技術進展
地域インパクト

 国内最先端の自動運転実証を継続実施

 令和６年度全国初の運転席無人自動運転バ
ス運行実証

 交通事業者、地域人材による運行体制構築

 地域人材による定常運行を実現

 国内表彰

 KADOも含めた全国へ横展開可能なモデ
ル構築が国際交通安全学会から表彰

 教育題材や技術体験機会の提供

 延べ約４０００人以上の地域住民に日本屈
指の先端技術を体感できる場を提供

 地域デジタル人材育成

 KADO１４名が保安員として活躍

 KADOが全国の実証データデジタル化・分

析業務を担い、５００万円超受託
 移住定住

 連携企業社員が家族３名で市内移住

 地域内経済効果

 年間６０件の視察受入、５７０万円超の地域
内消費効果

 資金調達

 ガバメントクラウドファンディング、企業版

ふるさと納税で累計１１８３万円調達

自動運転実証事業：延べ１４件

直接的経済効果 ①政府補助金効果 １０６,８８１

②地域企業・人材への経済効果 ７１２

③視察収入・消費効果 ５,７４８

④core塩尻パートナー 契約収入効果 11,2２０

⑤KADO受託増効果 ５２,５０１

⑥移住定住効果 １２,２００

⑦イベント効果 ２０,７５０

⑧寄付金・協賛金効果 １１,830

令和２年度以降の自動運転事業による

直接的経済効果は２２１,８４２千円

自動運転事業による社会インパクト
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商工観光部
先端産業振興室

プロジェクト事例 セイコーエプソン（教育ほか）

core塩尻における共創活動をベースに、セイコーエプソン社と
2024年11月に包括連携協定を締結し、多領域でプロジェクト展開中
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商工観光部
先端産業振興室

プロジェクト事例 Re.road（eスポーツ）

 シニア層の介護予防やフレイル予防を目的とした、介護保険
課との連携による取組み

 2023年度から実証事業としてスタート、24年度以降、塩
尻市予算にて正式に行政施策化

 毎週火曜日開催、午前・午後の部あわせ、６５歳以上の約50
名が参加

シニアeスポーツ教室

おいでよデルタルーム

 学校、家庭以外の居場所の一つとして、学校に通うことが難
しい児童生徒に対して、安心して出掛けられる場所をつくる
ことを目的に、 「おいでよデルタルーム」の名称でeスポーツ
体験ブースを開放

 eスポーツの実践や、スタッフ／講師とのコミュニケーション、
一般施設利用者との交流を通じて、様々な経験や体験の機
会をつくる

Re.road×アルピコ 連携協定

 core塩尻での取り組みをきっかけに、 Re.road株式会社
と自動運転・AIオンデマンドバス事業などで塩尻市と連携す
るアルピコグループが2025年2月に業務提携契約を締結

 eスポーツを軸として地域におけるビジネス機会創出・産業
振興にも繋がっている 20



商工観光部
先端産業振興室

地域DX×地方創生のプロジェクト連動

組込みシステム/IoT BI施設
「塩尻インキュベーションプラザ」

自営型テレワーク推進事業
「KADO」

シビックイノベーション施設
「スナバ」

自動運転

光ファイバー/情報拠点
塩尻情報プラザ

自治体DX戦略

KADO第二創業
テレワーク拠点整備

信州大学連携・入居企業

事業立ち上げ機会
アーリーアダプター
（クライアント企業）

スタートアップ拡大・オフィス入居

高速ネットワーク・サーバ格納

信州大学連携強化

ロジックモデル・社会的インパクト評価

クライアント企業サテライト
デジタル人材供給

関係企業サテライト

開発・実証実験加速

構想

メンバー（社会的起業家等）参画拡大

開発・サービス展開アライアンス

新たな情報インフラ機能連携（5G・SDN）

ふるさとテレワーク
（クライアント企業）

クライアント企業
→アライアンス企業

重要アセット 地域DXロールモデル

受注業務拡大・デジタル人材リスキリング

2000～

2006～

2018～

2010～ 2016-2019

2020～

2021～

MICHIKARA
奈良井

まちづくり

AIオンデマ
MaaS

行政チーム組成

20202015～2021

行政内 越境・共創人材企業紹介

最
先
端
の
技
術
を
活
用
し
、
ま
ち
に
変
革
を
起
こ
し
続
け
る
場
所

2019～

core
塩尻

アップデート
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商工観光部
先端産業振興室

地域DX×地方創生 産官学民共創 座組（2025.8時点）

石川県小松市

大阪府高石市

鹿児島県薩摩川内市

山梨県

STATION Ai
（愛知県）

イノベーターズガレージ
（名古屋）

LiSH＠高輪GW

連携協議中

KADOパートナー

core塩尻
パートナー
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